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研究成果の概要（和文）：本研究は、対象者の身体および運動への気づきに介入することにより、自己主体感の
改善を促し、統合失調症者の心身の健康に寄与することを目的とした。具体的には、統合失調症に対する薬物療
法を主体とした従来の治療・リハビリテーションに加え、身体運動の介入効果を検討した。
本研究は、精神疾患者の早期退院や地域生活への移行を目指す精神医療の理論的基礎作りが急務となっているな
かで大いに貢献することが期待できる。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to contribute for healthy states in people 
with schizophrenia by using exercise therapy to improve “sense of self”. Method of this study was 
constructed by Basic Body Awareness Therapy as a Therapeutic Exercise that method came from north 
Europe, and applying to people with schizophrenia, it was twice a week,  8 weeks, total 16 times 
interventions.
This research can be expected to contribute to rehabilitation for the early stage of people with 
mental disorders, and the theoretical foundation of physiotherapy in mental health.

研究分野：精神領域の理学療法
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１．研究開始当初の背景 
近年、脳科学や認知神経科学の発達により、
神経基盤を軸とした計算理論をはじめ脳内
身体表現に関する知見が集積され、統合失調
症の心身にあらわれる症状のメカニズムが
解明されつつある。これらの知見は、身体お
よび運動への気づきが自己意識の形成に重
要な役割を果たしていることを示している。
自己意識は、運動主体感と身体所有感の構成
単位に分けられ、「ある行為を自分自身が自
分の身体で行っているという主体的感覚」に
よ っ て 得 ら れ る と 考 え ら れ て い る
（Gallagher 2000）（図１）。身体的な自己意
識（自己主体感）は、身体および運動への気
づきを通して得られる感覚であり、自己意識
の重要な構成要素となる（Blakemore 2000）。
統合失調症の身体認知に関しては、平衡機能
障害や空間認知障害などがこれまで研究課
題にされているが（武藤 2007、細美 2003）、
身体運動が運動主体感および身体所有感、自
己意識に及ぼす影響に関して十分な検討は
なされていない。 
統合失調症については、遺伝子、脳認知機
能、神経伝達物質などの側面から研究が進め
られているが、精神症状に関心が集まってお
り、身体症状をも含んだ包括的理解には至っ
ていない。そのため、統合失調症の治療およ
びリハビリテーションは、精神症状の緩和を
主目的として、薬物療法を主体に精神療法、
心理療法、作業療法が行われている。日本で
は、体力低下や廃用症候群の予防として身体
運動を実施している例も一部あるが、自己主
体感や自己意識の改善を目的とした身体運
動介入の報告はほとんどない。 
北欧では、1980年代より精神疾患者を対象
とした運動療法が積極的に実施され、その成
果が報告されている（Skarven 2002、
Skatteboe 2005、Lundvik 2009）。なかでも、
Basic Body Awareness Therapy（BBAT）は、
身体運動を通じて自己の主体的感覚を高め
る運動療法としてヨーロッパにおいて広く
実施されている。BBATは、身体の中心およ
び中心軸を意識した動きを主体に、身体の協
調性、バランスなど、運動を通じて身体の気
づきの改善をはかろうとするものである。 
 自己主体感は運動による身体の気づきを
通して得られる感覚であるが、実際にどのよ
うな身体運動を実施すれば自己主体感の改
善につながるのかについては、国内外を通し
てこれまで検討されていない。 
研究代表者はこれまで、主として統合失調
症者に対する運動療法の効果および生活習
慣の変容に関する基礎研究（平成 18～19 年
度 若手研究（スタートアップ）、平成 22～23
年度 若手研究 B）に取り組んできた。また、
統合失調症者に対する運動ガイドラインを
開発し、心身の健康増進対策の 1 つとして、
運動が生活習慣病改善にもたらす効果と行
動変容に焦点を当てて検討を重ねてきた（拙
編著『心理・精神領域の理学療法』2013）。

さらに、精神疾患者に対して日本での臨床活
動を実践しており、これらの研究と実践を通
じ、統合失調症者の生活を主体的なものへと
変容することを目指すリハビリテーション
の中でも、精神症状とともに自己主体感を改
善させるための身体運動の介入効果につい
て明らかにする必要があると考えるに至っ
た。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、統合失調症者の身体およ
び運動への気づきを高めるための運動療法
を実施し、自己主体感および自己意識の改善
に寄与するかについて検討することであっ
た。 
 脳科学や認知神経科学などの研究によれ
ば、統合失調症の症状である受動的感覚（さ
せられ感）や幻覚、幻聴などの陽性症状は、
自己主体感に関係する内部モデルに何らか
の問題を来してあらわれることが明らかに
されている（Lenzenweger 2002、菊池 2008）。
本研究は、統合失調症者に BBAT を実施し、
この運動療法が運動主体感および身体所有
感へどのような影響を及ぼすのか検討した。
また、運動による身体の気づきが自己主体感
および自己意識の改善にどう資するのかを
明らかにすることを目的とした。 
精神科医療における身体医学的取り組み
は、この分野の新しい視点であり、統合失調
症の包括的治療・リハビリテーションに寄与
することが期待できる。本研究で用いる運動
療法である BBATを日本で展開するには、北
欧で取り組まれている種々の方法論をその
まま実施するのではなく、日本の精神科医療
およびリハビリテーションの現状、制度、文
化的背景の相違など種々の要因を整理し、必
要に応じて適応可能な修正を加えて取り組
むことが重要であった。これらの点から、臨
床における研究協力者との連携により、日本
の臨床における内容を十分把握して介入計
画をたてることが重要であった。本研究の取
り組みは、対象者の身体および運動への気づ
きに介入することにより、自己主体感の改善
を促し、統合失調症者の心身の健康に寄与す
ることを期待して行なうものであった。 
統合失調症に対する薬物療法を主体と
した従来の治療・リハビリテーションに加え、
身体運動が統合失調症者の治療手段となり
うるかどうかを検討することは、これまで十
分なされてこなかった身体医学的アプロー
チをさらに充実させ、精神医療における包括
的リハビリテーションを構築していく上で
意義深いと考えられる。また、本研究は精神
疾患者の早期退院や地域生活への移行を目
指す精神医療の理論的基礎作りが急務とな
っているなかで大いに貢献することが期待
できる。 
 
３．研究の方法 
本研究は、統合失調症者の身体および運動へ
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の気づきを高めるための運動療法を実施し、
自己主体感および自己意識の改善に寄与す
るかについて検討した。本目的を達成するた
めには、（1）予備的研究として健常者を対象
に縦断的介入研究を実施し、運動療法および
データ収集・分析の精度を上げる。（2）予備
的研究から、臨床での研究計画を精緻化し、
統合失調症者を対象に縦断的介入研究を実
施した。（3）得られた研究結果から運動療法
の成果を含めた統合失調症者に対する包括
的リハビリテーションのあり方について検
討した。（4）各年度に得られた研究成果につ
いて論文発表、Web での情報公開、研究会な
どを通じての発表を順次行った。（1）につい
ては応募者および研究分担者の本務校の大
学生を対象に実施し、（2）については、研究
協力施設および研究協力者との連携のもと
に統合失調症者を対象として実施した。 
平成 27年度は、本研究の第一段階として、
健常者（特定の疾患で定期的に医療機関にか
かっていない者）を対象に予備的研究を実施
し、運動療法の臨床応用について研究計画を
精緻化した。統合失調症の症状は多岐にわた
り、症状の個人差が大きいことが知られてい
る。統合失調症の罹患率は 0.7～1.0%とされ
ているが、生活への支障がなく統合失調症と
診断されないがその素因を持つあるいは発
症リスクの高い人が健常者の中にある程度
の割合で含まれている（浅井 2011、図２）。 
本研究では、精神症状評価尺度を用いて統
合失調症型パーソナリティーの高い者を研
究対象にすることにより、統合失調症者を対
象としたときに生じる病院内環境による身
体活動性の低さ、薬物の副作用、入院の影響
などの特性を除外した検討が可能となり、運
動療法の成果が高い精度で得られることが
可能となった。この結果をもとに、臨床研究
協力施設との連携により臨床研究における
介入方法の計画を精緻化した。これらは、本
研究の目的である運動療法が統合失調症者
の自己主体感にどのような影響を及ぼすか
について制度の高い介入が可能であるとい
う点において重要な手がかりとなった。 
臨床研究における手続きは、健常者 100 名
を対象として、以下に示す A：精神症状評価
尺度を実施して下位 25%にある統合失調症傾
向者に対して運動療法を実施した。また、対
象者には以下に示す B：認知課題と C：運動
課題の各評価項目を運動療法の前後に実施
し、運動療法による効果を統計学的に解析し
た。本研究で使用した評価尺度は以下の通り
である。 
A：精神症状評価尺度（①陰性陽性症状評価
尺度、②自己主体感尺度） 
B：認知課題（①メンタルローテーション課
題、②運動イメージ課題、③指当てテスト） 
C：運動課題（①10m 歩行、②重心動揺検査、
③深部感覚検査、④形態模写課題） 
各指標について、A は運動療法の成果判定に
不可欠な統合失調症者の精神症状および自

己主体感の評価尺度である。B は身体および
運動認知の評価項目である。C は感覚および
運動課題として評価を実施する。精神症状評
価尺度は研究分担者の岡村仁（精神医学）が
担当した。また、その他の評価は研究責任者
（理学療法学）が担当して実施し、必要に応
じて応募者の所属する分野の大学院生の研
究協力を要請して各評価を実施した。 
平成 28 年度は、研究協力者の所属する精
神科病院において、統合失調症者を対象に臨
床研究を実施した。27 年度の予備的研究から
得られた知見をもとに、臨床における研究計
画を精緻化し、より効果的な運動介入が実現
できるように準備を重ねて実施した。運動療
法は、これまでに BBAT の講習を受けた各研
究協力施設の理学療法士が、1回 60 分、1週
間に 2 回の頻度で 8 週間、合計 16 回実施す
る。本研究は、2 施設の精神科病院に協力施
設として了承を得ており、各施設と連携を取
りながら研究を進めていく。応募者は、各施
設の代表者 1名を本研究の窓口（コンタクト
パーソン）として、臨床および研究実施の準
備、経過について情報および意見の交換をし
ながら、また、助言を求めて環境の整備・調
整を行い、研究計画を実行へと移していく。
各協力施設の対象者は、50名ずつを予定して
いたが、実際の介入人数は総計で 20 名とな
った。この背景には、研究実施における同意
が困難なケースが多かったことがあげられ
る。対象者は無作為比較対照試験に準じて、
その半数である 10 名ずつを対照群として設
定した。運動療法は、各介入前後の評価項目
A,B,C から得られた各指標について統計学的
検討により効果判定を行った。 
 平成 29 年度は、前年度までの研究成果を
基に、統合失調症者に対する身体運動の介入
が自己主体感および自己意識の改善にどの
ように寄与したか、また身体運動の介入を含
んだ精神科医療における包括的リハビリテ
ーションのあり方について科学的根拠に基
づいた視点から検討した。また、単なる文献
調査にとどまらず、協力施設の BBAT 実施者
に対して半構造化面接を実施し、どのような
対象者に、どう対応したのか、対象者がどの
ような反応を示したのかなど、臨床における
より効果的な運動療法のあり方について臨
床研究協力者のインタビューを通じて分析
を実施した。最終年度は、精神科リハビリテ
ーションにおける運動療法の実践的展開の
可能性について検討を行った。これらの調査
研究から、統合失調症者に対する自己意識を
改善するための運動療法、および包括的リハ
ビリテーションのあり方について明らかに
するとともに、統合失調症に対する運動療法
の位置づけを明確にして具体的な成果を社
会に還元したと考える。 
 
４．研究成果 
平成 27 年度は、健常者を対象として、統合
失調症を対象とした臨床研究を実施するに
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あたり、運動介入の方法と評価指標の精緻化
を目的に研究をすすめた。本研究では、精神
評価尺度を用いて対象者の統合失調症パー
御成ティーを評価し、そのパーソナリティー
をもとに、運動療法の介入により自己感の変
化を調査した。自己感は、運動主体感と身体
所有感を評価尺度として採用した。その結果、
運動療法の介入により、対象者の運動主体感
が運動前後で有意に増加することを明らか
にした。この結果は、世界理学療法連盟学会
で発表したものである。本研究成果から、平
成 28 年度の臨床研究に向けた運動療法およ
び評価尺度の精緻化ができたと考える。 
平成 28 年度は、臨床研究として統合失調症
者に対して運動療法の介入を実施した。対象
人数は 50 名を目標にして進めたが、多くの
対象者は退院時期が明確でなく、また同意が
得られるケースが少なかったため、合計で 20
名の対象者数になった。これらの対象者につ
いて、各協力施設の理学療法士が運動介入を
実施した。運動介入の効果判定には、研究責
任者が臨床現場に入り、施設の協力を得て評
価を実施した。その結果、10m 歩行および面
タウローテーション、重心動揺検査において、
運動療法である BBAT の効果が認められた。
この結果に関しては、現在論文執筆中である。 
 平成 29 年度は、これまでの研究成果につ
いて、どのような運動療法の介入方法が対象
者にとって有益であったのか、どのように運
動介入を進めていったのかなどについて研
究協力施設と適宜打ち合わせをしながら進
めた。これらについては、書籍の執筆で紹介
する予定である。 
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